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記載要領等 特定美術品についての相続税の納税猶予に係る免除届出書（死亡免除） 

 

《使用目的》 

この届出書は、特定美術品についての相続税の納税猶予を受けている寄託相続人が死亡したことにより租

税特別措置法第 70条の６の７第 14 項の規定による納税猶予税額の免除を受ける場合に使用してください。 

 

《記載要領等》 

１ 「届出者」欄 

⑴ 届出書を提出する人（寄託相続人の相続人・包括受遺者）の氏名等を記載します。 

⑵ 「寄託相続人との続柄」欄には、届出書を提出する人と寄託相続人との続柄を記載してください。 

⑶ 書ききれない場合は、適宜の用紙に記載してください。 

２ 「２ 死亡日の直前における猶予中相続税額」欄 

死亡日の直前において納税猶予の適用を受けている全ての特定美術品に係る納税猶予税額の合計額を記

載してください。 

３ 「３ 免除を受ける相続税額」欄 

「２ 死亡日の直前における猶予中相続税額」欄の金額を記載してください。 

４ 「４ 新たな寄託に係る承認等に関する事項」欄 

⑴ 死亡日において、租税特別措置法第 70条の６の７第４項、第５項若しくは租税特別措置法施行令第 40

条の７の７第３項の規定の適用を受けている場合又は同法第 70 条の６の７第４項若しくは第５項の規

定の適用を受けようとしている場合に記載してください。 

⑵ ①欄は、死亡日において適用を受けていた規定又は適用を受けようとしていた規定について、いずれ

か該当するものを丸で囲んでください。 

⑶ ②欄は、いずれか該当するものを丸で囲み、③欄は、その事由が生じた年月日を記載し、④欄は、そ

の事由に係る寄託先美術館について、記載してください。 

 

《添付書類》 

１ 死亡日の前日（特定美術品に係る認定保存活用計画の計画期間が満了した日から租税特別措置法第 70条

の６の７第３項第５号に規定する４月を経過する日までの間に死亡日があった場合において、死亡日前に

特定美術品に係る新たな認定保存活用計画の認定を受けていないときは、計画期間が満了する日）におい

て現に効力を有する特定美術品に係る認定保存活用計画の計画書の写し及び認定保存活用計画の認定に係

る通知の写し 

２ 死亡日において租税特別措置法第 70 条の６の７第 14 項の規定の適用を受けようとする特定美術品を寄

託先美術館の設置者に寄託していた場合には、次に掲げる事項を証する寄託先美術館の設置者が発行する

書類 

⑴ 死亡日まで寄託契約に基づき特定美術品の寄託が継続していた旨 

⑵ 直前の継続届出書の届出期限（最初の届出期限が死亡日後に到来する場合には、相続税の申告書の提

出期限）から死亡日までの間に寄託先美術館において特定美術品の公開が行われた期間 

３ 租税特別措置法第 70条の６の７第４項の規定の適用を受けようとしていた場合には、寄託先美術館の設

置者からの寄託契約の解除又はその寄託契約の更新を行わない旨の申し出によるものであること及び契約

期間が終了した年月日を明らかにする書類（寄託先美術館の設置者が発行するものに限ります。） 

４ 租税特別措置法第 70条の６の７第５項の規定の適用を受けようとしていた場合には、寄託先美術館につ

いて同条第３項第７号に掲げる場合に該当することとなった旨及びその年月日を明らかにする書類 

 


